
泉大津市から農と食と健康を守る
ための取り組み
～農山村と都市部の共存共生の仕組みづくり～

令和5年7月10日泉大津市長 南出賢一



• 泉大津市の概要

• 安全安心な食糧の安定的確保に関する構想

• 農山村を持つ自治体と連携した共存共生の取り組み

• オーガニック給食を目指した取り組みとマタニティ応援プロジェクト

• 課題と提言

今日のおはなし



・大阪市内まで約２０分
・関西国際空港まで約２５分

フェリー航路
泉大津（17：00発）～北九州新門司（6：00着）人口

73,204人
本市の面積
14.33㎢
大阪府の南部に位置し、東西に約5.4
㎢、南北に約5.5㎢にわたる

産業
毛布の国内生産の
９０％以上が泉大津産
日本一の毛布のまち

泉大津市の概要

※令和5年2月1日



泉大津市は大阪南部に位置し、古代から和泉国の中心部で

茅渟（ちぬ）の海と呼ばれた海と須恵器の生産が盛んで資源が

豊かな地域でした。

奈良時代には府中におかれた国の外港として栄え、物流や交

通の要所として天皇や国司、歌人、文人らの往来も多く、古く

から随筆や紀行の中にも、「小津の泊」、「小津の松原」、「小津

の浦」など名勝の地としてしばしば登場します。

泉大津市の概要（歴史）

国郡全図 左 （和泉国）『日本地図選集
文政天保國郡全図並大名武鑑』

昭和36年 昭和2年



泉大津の目指す姿

アビリティ
タウン

国際ハブ都市



国際ハブ都市を目指して
スーパーアジア人が集まるファーストスタディ日本語学校を誘致

ベトナム・インド・ネパール・インドネシア・モンゴル・ブータン・スリランカ・ウズベキスタン



能力、体力、技能、感性、才能がのびる・開花する

アビリティタウン構想

▶可能性が高まるまち

身体機能が整う・もどる。心が安らぎ整う

▶整うまち

▶免疫力の高いまち

人の免疫力をより良い状態に

まちの免疫力を高める



泉大津市の農地面積は

３％



安全安心な食糧の安定的確保に関する構想



「平時における安全・安心な食の提供」、「不測の事態に対応しうる安定的
な食糧確保」を実現し、「日本の農業の持続的発展にも寄与していくこと
を目指す。

背景・問題意識

食料自給率が低く、約６割を輸入に依存している。食料価格の高騰や
凶作など不足の事態に食料不足になる恐れがある。

農地が少なく（３％）、本市単独での食糧確保は困難

基幹的農業従事者の減少・高齢化/休耕地の増加・農地面積の減少
農山村

泉大津市

日本

官官民連携の独自のサプライチェーンの構築し課題解決を図る

農業、食糧確保について国・泉大津市・農山村の抱える課題





人口増に食料生産
追いつかない

７億人が栄養不足（2019年）
2018年比1,000万人増加

・世界情勢の変化／凶作
・輸入の途絶

63％を外国に依存
不測の事態

平時から他の自治体と関係性を構築（給食用農作物の購入）し、市民の健康増進を図るとともに、
それを有事（食糧危機等）の際に活用できる仕組みを構築

農業連携締結の背景・課題意識

世界人口78億人
2050年には97億人

世界
食料自給率

カロリーベース37％

日本
新型感染症の流行

世界

感染しにくい、感染しても重症化しにくい
カラダづくりが重要

日本

無農薬/減農薬の農作物を給食で提供
泉大津市

不測の事態

食糧危機に備え、
市民の食糧確保が重要

泉大津市
食料生産力を強め

食料自給率を高める必要

日本

市民の健康増進 食糧危機への備え

課
題

基幹的農業従事者の減少・高齢化
休耕地の増加/農地面積の減少

日本

農地が少なく（3％）泉大津市単独での食糧確保は困難
泉大津市

泉大津市

泉大津市
安定した出口（消費地）として機能することで、

連携自治体の農業発展に寄与
生産者の収入安定・向上、休耕地等の有効活用、

担い手の育成・確保につながる

農山村をもつ自治体 連
携



健康
医食農同源

食糧確保

農業
基盤支援



農村と連携して食糧生産をまもり確保する

和歌山県橋本市
芋谷の棚田にて調印式

泉大津市では全国各地の農山
村に給食米の生産を依頼し、

購入する独自の流通網を構築。

お米は有機JASか特別栽培米



農業に貢献して共存共生の関係づくり
休耕田の復活と

農家さんの所得向上に貢献



和歌山県橋本市との農業連携

 令和４年８月19日に和歌山県橋本市と「持続可能な農業の推進と安定的な食糧の供給・確
保に向けた連携に関する協定」を締結。

 「農薬・化学肥料などの使用を抑制した安全な農業の推進」、「有機栽培による農業の実
現に向けた調査・研究」など６項目を連携事項として規定。

 本協定をもとに、今後は橋本市の棚田を中心に地域の水田や畑を活用し、泉大津市の小中
学校の給食に米を提供したり、両市の小中学生が農業体験で交流したりする。

－連携協定調印式の様子－

※調印式において橋本市の平木市長が「販路開拓のきっかけを泉大津市につくってもらえた。さらに
連携を深めたい。」と話されており、両市にとって共存共生の連携がスタート。





農業連携

共存共生

２．自治体間連携でめざす姿

石垣市 泉大津市

• 農業の将来にわたる持続的
な発展
（農家の収入安定化に寄与）

• 農地、農業用施設等の活用
• 担い手の育成
と確保

安定的に農作物を販売
石垣市

• 平時には安全・安心な食
（給食）の提供が可能

• 市場価格に左右されにくい
提供体制の構築

• 有事の際は市民
への食糧提供が
可能

安定的に食糧を確保
泉大津市

顔の見える
持続可能な関係性構築



北海道旭川市

長野県南箕輪村

岐阜県大垣市

滋賀県東近江市

和歌山県橋本市、日高川町

熊本県人吉市

沖縄県石垣市

連携予定の自治体



A市

B市

C市

泉大津市

保管工場

連携自治体

① 連携自治体より購
入した食糧を民間
の工場保管

② 保管した食料を使
用した給食を小中
学校等で提供

市内小中学校
保育所・こども園

③ 給食として使用し
た分を連携自治体
より購入し補充

めざす姿

生産地から消費地を結ぶ
独自のサプライチェーンを構築

官 官民

連携自治体
・安定的に農作物を販売
・農業の持続的な発展
（農家の収入安定化）
・農地農業用施設の活用
・担い手の育成と確保

泉大津市
・安定的に食料を確保
・安全・安心な食（給食）の提供が
可能
・市場価格に左右されにくい提供体
制の構築
・有事の際に市民に食糧提供が可能

連携

共存共栄



泉大津市農山村地域

民間事業者

独自のサプライチェーン
＆農と食の好循環モデル都市を目指す

玄米

精米時に出る
米ぬか由来の
有機肥料

米以外の
有機農作物

精米後の米

・収入向上
・休耕地活用
・担い手確保
・関係人口創出

米の保管、
精米、配送等
の業務を担う

有機農法
環境保全型農業
資源循環型農業

等の実現へ

みどりの食料シス
テム戦略の推進

農業体験

めざす姿（つづき）

・安心安全な米
・市民の健康増進
・安定的な供給
・関係人口創出

四方よし



生産地A

生産地E

生産地B

生産地C

生産地D

泉大津市

将来的に10以上の
地域と連携
※海外を含む

オペレーションを最大限に簡素化
今後、農業支援法人設立に向けて
保管倉庫・精米施設導入など

環境面の整備を検討

サプライチェーン改革に向け
保管・加工・流通・オペレー
ションを担う法人を設立

契約の動き 農作物

農業
法人 契約農作物

他自治体

民間事業者
（保管・加工）

目指す将来スキーム



未病予防対策先進都市を目指して



医食農同源
身土不二



◇食育の推進→医食同源身土不二

◇健康リテラシーを高める→官民連携して学びの場を提供

◇一人一人の健康状態を見える化する

◇多様な選択肢をつくる（現代医学だけでなく伝統医学等）

泉大津市健康づくり推進条例を制定（令和５年４月１日施行）



学校給食における米の取組み

令和５年４月から小・中学校の学校給食に
おける全ての米について、農業連携先の自治
体で生産された玄米を使用し、金芽米製法で
精米したうえで子どもに提供。

これまでの泉大津市の「食と健康」の取組み

ときめき給食

令和４年４月より「ときめき給食」として、
発酵食品やオーガニック食材、旬の食材など、
季節を感じられるいつもとは違う特別な給食
を、毎月第２、第４木曜日に提供。

マタニティ応援プロジェクト

令和５年４月から東洋ライス株式会社と連携し、
妊婦の健康増進を目的としたプロジェクトを実施。
出生届提出の翌月から出産予定月まで毎月最大

10kgの「金芽米（きんめまい）」をプレゼント。
プロジェクト開始から３か月で319名（対象者

約80％）が参加し、今後金芽米を食べることに
よる健康効果の検証を行う。



オーガニック給食を目指した改革

食べることは
生きること



子どもにとっての一食は

大人にとっての一食とは違う

オーガニック給食を目指した改革



オーガニック給食を
目指して

足し算と引き算

オーガニック給食を目指した改革



お米はすべて金芽米を使用

塩は自然塩・発酵や季節食を取り入れ

トランス脂肪酸はできる限り削減



何があっても食べていける
食べることで健康になる

ベーシックインコメ



妊産婦家庭に金芽米を
無償送付





課題

実現に向けての課題

①有機農作物の購入にかかる持続的なコスト
②給食で使用するための安定的な量の確保

①農業法人設立に向けた支援

③有機農業へ転換・拡大する際の生産量減のリスク

①消費地（出口）として消費量に限界がある

１．有機農業の推進

３．農業支援法人化

４．横展開

２．農業人材の確保
①中長期の視点で農業人材を確保する仕組み

②流通拠点としての機能づくり
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